
住環境・街並み環境の向上

(防災・安全）（確定版）

市川市
い ち か わ し

平成２７年３月（第２回変更）



平成27年 3月

住環境・街並み環境の向上(防災・安全）

平成25年度　～　平成27年度　（3年間） 市川市

『住民が安全に安心して暮らせる住環境を確保する。』

①住宅・建築物の耐震化率の向上
②既存市営住宅の安全性の確保

（H25当初） （H26末） （H27末）

①市内既存住宅の耐震化率
　＝（耐震性の確保された住宅件数）/（全住宅件数）　（％）

②市営住宅における耐震改修工事実施戸数の割合
　＝（耐震補強工事の実施済市営住宅戸数）/（耐震補強工事の必要な市営住宅戸数）　（％）

③市営住宅における外壁改修工事実施戸数の割合
　＝（外壁改修工事の実施済市営住宅戸数）/（外壁改修工事の必要な市営住宅戸数）　（％）

Ａ　基幹事業
番号 事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

1-A-1 住宅 一般 市川市 直／間 市／個人 892 別添１

1-A-2 住宅 一般 市川市 直／間 市／個人 293

合計 1,185

Ｂ　関連社会資本整備事業
事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

合計 0

番号 備考

社会資本総合整備計画（地域住宅支援）
計画の名称

　　定量的指標の定義及び算定式

計画の目標
計画の期間

　　計画の成果目標（定量的指標）

交付対象

地域住宅計画に基づく事業

Ａ Ｂ1,211 百万円 1,185 百万円

事業者

0 百万円

要素となる事業名（事業箇所）

全体事業費
（百万円）

一体的に実施することにより期待される効果

 市町村名事業内容
事業実施期間（年度）

住宅・建築物安全ストック形成事業

工種
要素となる事業名

－

公営住宅の改善等、市内全域

事業内容・規模等

公共施設耐震改修、耐震診断・改修助成、市内全域

67.7%

効果促進事業費の割合

－

－

交付対象事業

全体事業費 2.1%Ｃ 26 百万円

備考
定量的指標の現況値及び目標値

最終目標値中間目標値当初現況値

79.8%

87.6%

74.8%

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

90.0%

100.0%

合計
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

番号 事業者

全体事業費
（百万円）

省略



平成27年 3月社会資本総合整備計画（地域住宅支援）
Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27
1-C-2 住宅 一般 市川市 直接 市 市川市 1

1-C-4 住宅 一般 市川市 間接 個人 市川市 14

1-C-5 住宅 一般 市川市 間接 個人 市川市 6

1-C-6 住宅 一般 市川市 間接 個人 市川市 5

合計 26

番号 備考

1-C-2 地域住宅計画に基づく事業（1-A-1)と一体的に実施することにより、旧耐震基準の建築物である既存市営住宅について、耐震改修を実施することにより、その安全性を確保することができる。

1-C-4

1-C-5 地域住宅計画に基づく事業（1-A-1)と一体的に実施することにより、耐震改修工事に伴うリフォーム工事に助成することで、民間木造住宅の一層の耐震化を促進することができる。

1-C-6 地域住宅計画に基づく事業（1-A-1)と一体的に実施することにより、道路に面する危険コンクリートブロック塀等の除却を促進することで、災害時の危険性を除去することができる。

地域 直接 事業実施期間（年度）
種別 間接 H23 H24 H25 H26 H27

1-A'-1 住宅 一般 市川市 直／間 市／個人 7,082 防災・安全移行元

1-A'-2 住宅 一般 市川市 間接 組合 区域面積1.4ha 6,752 防災・安全移行元

1-A'-3 住宅 一般 市川市 直／間 市／個人 238 防災・安全移行元

1-A'-4 住宅 一般 市川市 間接 個人 住宅等修景 15 防災・安全移行元

1-A'-5 住宅 一般 市川市 直接 市 狭あい道路拡幅、市内全域 107 防災・安全移行元

1-B'-1 道路 一般 市川市 間接 組合 95 防災・安全移行元

1-C'-1 住宅 一般 市川市 直接 市 60 防災・安全移行元

1-C'-3 住宅 一般 市川市 間接 個人 69 防災・安全移行元

1-C'-4 住宅 一般 市川市 間接 個人 14 防災・安全移行元

1-C'-5 住宅 一般 市川市 間接 個人 5 防災・安全移行元

1-C'-6 住宅 一般 市川市 間接 個人 7 防災・安全移行元

1-C'-7 住宅 一般 市川市 直接 市 28 防災・安全移行元

1-C'-8 住宅 一般 市川市 直接 市 1 防災・安全移行元

1-C'-11 住宅 一般 市川市 直接 市 26 防災・安全移行元

1-C'-12 住宅 一般 市川市 直接 市 52 防災・安全移行元

1-C'-13 住宅 一般 市川市 間接 自治会 200 防災・安全移行元

H22 H23 H24 H25 H26

市有建築物耐震改修事業 市有建築物耐震改修 市川市

業務委託 街頭防犯カメラ設置事業 街頭防犯カメラ等設置 市川市

補助金

業務委託

補助金

新設

業務委託

補助金

補助金

改築

市川市

家賃助成

雨水浸透施設整備

指定道路調査・台帳等作成

耐震改修設計・工事助成

耐震改修リフォーム助成事業

市川市

市川市

危険コンクリートブロック塀等対策事業 危険ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ除却等助成

全体事業費
（百万円）事業者 要素となる事業名

危険ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ除却等助成

市町村名

一体的に実施することにより期待される効果

補助金 耐震改修設計・工事助成

耐震改修影響設計

補助金 危険コンクリートブロック塀等対策事業

耐震改修に伴うﾘﾌｫｰﾑ助成

工種

省略
事業内容

全体事業費
（百万円）

番号

業務委託 公営住宅耐震改修事業（設計委託）

木造住宅・マンション耐震改修助成事業

その他関連する事業

計画等の名称

補助金 耐震改修リフォーム助成事業

住宅・建築物安全ストック形成事業 市川市

地域住宅計画に基づく事業（1-A-1)と一体的に実施することにより、現行の耐震基準を満たさない民間住宅の耐震改修工事（設計を含む）に助成することにより、市内既存住宅の耐震化率の向上を図ることができる。

事業種別
交付
対象

事業者
省略
工種

市町村名事業内容
要素となる事業名

（事業箇所）

市町村名

市川市

市川市

L=280ｍ

地域住宅計画に基づく事業

本八幡Ａ地区市街地再開発事業

公営住宅の改善等、市内全
域、空き家の除却

中山参道地区街なみ環境整備事業

狭あい道路整備等促進事業

事業実施期間（年度） 全体事業費
（百万円）

備考

事業種別
交付
対象

直接
間接

事業者
要素となる事業名

（事業箇所）
事業内容

（延長・面積等）
備考

市道2349号整備事業

防犯灯設置補助事業

市川市

高齢者向け優良賃貸住宅家賃支援事業

あま水浸透施設整備事業 市川市

マンション管理士派遣マンション管理支援事業

市川市

市川市

市川市

A'

B'

防犯灯設置費助成

木造住宅・マンション耐震改修助成事業

市川市

市川市

市川市

3.1%A' 14,194 百万円 B' 95 百万円 C' 462 百万円

公共施設耐震改修、耐震診断・改
修助成、市内全域

耐震改修に伴うﾘﾌｫｰﾑ助成

補助金

新設・改築

指定道路台帳整備事業

(C+C')/((A+A')+(B+B')+(C+C'))



（参考図面） 地域住宅支援

計画の名称 住環境・街並み環境の向上(防災・安全） 市川市地域（二期）

計画の期間 平成25年度　～　平成27年度　（3年間） 市川市交付対象

地域住宅計画の名称

2.0km

N

A-2 住宅・建築物安全ストック形成事業
（耐震診断・改修助成）

JR総武線

京成線

東西線

都営新宿線

JR京葉線

北総線JR武蔵野線

A-2 住宅・建築物安全ストック形成事業
（保健センター耐震改修）

A-2 住宅・建築物安全ストック形成事業
（菅野保育園耐震改修）

A-1 地域住宅計画に基づく事業

A-2 住宅・建築物安全ストック形成事業
（市民会館建替事業）

C-4 木造住宅・マンション耐震改修助成事業

C-5 耐震改修リフォーム助成事業

C-6 危険コンクリートブロック塀等対策事業

C-2 公営住宅耐震改修事業（設計委託）

A-2 住宅・建築物安全ストック形成事業
（庁舎建替事業）



社会資本総合整備計画（特定計画）

市川市地域　地域住宅計画（二期）（確定版）

市川市

第３回変更　平成２７年２月

別添１



地域住宅計画

平成 22 年度 ～ 27 年度

 １．地域の住宅政策の経緯及び現況

 ２．課題

市川市

市川市地域（二期）

 計画期間

 計画の名称

 都道府県名 千葉県  作成主体名

市川市は千葉県の北西部に位置し、東京都心から20ｋｍ圏内に地域全体が含まれ、鉄道路線や専用道路などその高い利便性から東京近
郊の住宅都市として市街化区域は70％を超えるまでに進んでおり、人口は約47万人、世帯数は約22万4千世帯で、近年においても人口
がゆるやかなものの増加の傾向を示している。
  平成17年の国勢調査による、市川市の住宅事情は、持家　97,474世帯、公営借家　4,772世帯、民営借家　78,333世帯、給与住宅
11,954世帯となっており、持ち家率は 48.3％、民営借家世帯の割合は 38.8％、住宅に住む１世帯当たりの延べ面積は、67.6㎡となっ
ており、千葉県全体の持ち家率　65.5％、１世帯当たりの延べ面積　87.2㎡と比較すると低くなっている。
  住宅ストック数、持ち家率は増加傾向ではあるが高齢化社会において高齢者の生活に配慮した住宅・住環境の整備が重要な課題であ
る。
市営住宅の状況をみると、市内の北部から昭和44年に供給が開始され、現在では建築年度の古い団地が多い状況ではあるが平成13年度
には、借り上げ方式による供給（2棟40戸）を行い現在の管理戸数は平成21年4月1日現在25団地、50棟1,968戸である。

○借家世帯における最低居住水準未満の世帯が多く、また高齢者においても安心して入居できる住宅の確保の整備がますます重要とな
る。
○安心して暮らせる居住環境は全ての生活の基本となるものであるが、市営住宅は新耐震基準以前に建設されたものが多く耐震改修が
必要である。また、既存ストックの多くは住棟や設備の老朽化が進んでいると同時に、現在快適な生活を送る上で必要とされる設備水
準が満たされていない住棟も多い。
○都市化による不浸透域の拡大により、雨水の保水・遊水量及び地下への浸透量が減少し、道路冠水等の浸水被害、湧水の減少等の水
環境の悪化が進んでいる。
○現行の耐震基準を満たさない民間住宅に対する耐震性向上を図る必要がある。 また、不良住宅又は空き家住宅の集積が居住環境を
阻害し、又は地域の活性化を阻害しているため、計画的な除却を推進する必要がある。
〇ひったくりや空き巣などの身近な犯罪の多発、殺人や傷害などの凶悪事件、子供を狙った犯罪などにより、いまだ市民の不安感は大
きいものがある。平成14年をピークに市内の刑法犯認知件数は減少傾向にあるが、さらなる犯罪の抑止と体感治安の改善が必要であ
る。
○平成１９年７月６日に施行された住宅セーフティネット法により、住宅確保要配慮者（低額所得者・高齢者・障害者・子供を育成す
る家庭その他住宅の確保に特に配慮を要する者）に対して良好な住環境を整備することが求められている。
○災害発生時に救援等の活動拠点となる対応本部が設置される市庁舎の耐震改修が完了していない。
○市川市クリーンセンターは、主要機器の経年劣化及び機能低下が顕著となり、エネルギー効率が低下している。



単　位 基準年度 目標年度

高齢者向け優良賃貸住宅の家賃補助 %
高齢者向け優良賃貸住宅入居者の平成22年4月からの家賃支払い延べ月
数に対する家賃補助延べ月数の割合

0 21 100.0 27 提案事業

既存市営住宅の居住環境向上改善 % 市営住宅のテレビ受信設備の中に占める地上波デジタル対応設備の割合 58.2 21 100.0 22

〃 箇所 市営住宅の老朽化した集会所において改修された箇所数 0 21 1 22 提案事業

既存市営住宅の安全性の確保 % 市営住宅における耐震改修工事実施戸数の割合 36.1 21 100.0 25

〃 % 市営住宅における外壁改修工事実施戸数の割合 63.5 21 79.8 27

〃 %
市営住宅においてアスベスト対策が必要な戸数に対する対策実施戸数の割
合

37.0 21 96.5 27

犯罪率の減少 件 人口１０万人あたりの年間（暦年）刑法犯認知件数 1,569.8 21 1323.8 23 提案事業

防災に対する満足度 % 防災に対する満足度（市民アンケートによる） 35.4 18 37.5 27 提案事業

住宅の耐震化率の向上 % 市内既存住宅の耐震化率 86.7 21 90.0 27 提案事業

住生活に関する相談場所の確保 件 マンション管理に関する年間相談件数 38 20 60 27 提案事業

水害対策に対する満足度 % 水害対策に対する満足度（市民アンケートによる） 40.4 18 42.0 27 提案事業

ごみ処理施設の主要設備の省力化 ｋＷｈ
クリーンセンターの主要設備が年間に消費する電力の省電力量（対平成２０
年度）

0 20 750,000 25

（戸） （158） （106）

棟 158 106

※計画期間の終了後、上記の指標を用いて評価を実施する。

 ３．計画の目標

定　　義

 ４．目標を定量化する指標等

『高齢化社会に向け、高齢者が安心して生活できる居住の提供を図る。』

『住宅性能水準の向上を推進する。』

『住民が、安全に安心して暮らせる住環境を確保する』

指　　標 従前値 目標値

市川市における除却を推進すべき区域※における不良住宅、空き家住宅又
は空き建築物の棟数及び戸数
　　※区域 ： 市川市内において、都市計画法第７条第２項に規定する市街化
区域に指定している区域

通報等を基に市川市が把握している不良住宅、又は空き家住宅又は空き建
築物の棟数及び戸数

25 27



 ５．目標を達成するために必要な事業等の概要

(1) 基幹事業の概要（平成２２年度はＡ事業で実施。平成２３年度からＫ事業で実施）

(2)提案事業の概要（以下、平成２３年度より社会資本総合整備計画の効果促進事業で実施）

・公営住宅ストック総合改善事業においては、公営住宅ストック総合活用計画に基づき外壁落下防止や建物の耐震性向上に向けた事業
を行うほか、地上波デジタル放送への対応など、安心して暮らせる居住環境の整備を行う。
・市川市クリーンセンターの延命化工事を行ない、主要機器を省電力化し、省エネルギー化の向上を図る。
・居住環境の整備改善に資するため、空き家再生等推進事業により、市内全域において「市川市空き家等の適正な管理に関する条例」
に規定する「管理不全な状態（条例第２条第５号ア）」にある「空き家等」で主として居住の用に供されるもので、かつ、住宅地区改
良法に規定する「不良住宅」、または、小規模住宅地区等改良事業制度要綱に規定する「空き家住宅」に該当するものの除却を推進す
る。なお、本事業に基づき、「空き家を除却する者（民間）への助成事業（間接補助事業）」及び「市が空き家を除却する事業（直接
補助事業）」に関する２つの制度を実施する。

・既存の市営住宅については平成１３年度、１５年度に実施した耐震診断結果により旧耐震基準以前の建物の安全性の確保を図るため
に、耐震設計委託事業を実施する。
・高齢者向け優良賃貸住宅入居者の居住の安定を図るため、家賃補助を行なう。
・雨水浸水被害の防止・軽減のため、道路内に雨水浸透施設を設置する。
・市内の犯罪多発地区や危険箇所に街頭防犯カメラを設置し、ハード面から犯罪の起こりにくい防犯まちづくりを推進する。
・現行の耐震基準に満たさない市内既存民間木造住宅やマンションの耐震改修を促進し、建物の安全性の確保を図る。

・公営住宅耐震改修事業（設計委託）（社会資本総合整備計画の効果促進事業で実施）
・高齢者向け優良賃貸住宅家賃支援事業（社会資本総合整備計画の効果促進事業で実施）
・木造住宅・マンション耐震改修助成事業（社会資本総合整備計画の効果促進事業で実施）
・耐震改修リフォーム助成事業（社会資本総合整備計画の効果促進事業で実施）
・危険コンクリートブロック塀等対策事業（社会資本総合整備計画の効果促進事業で実施）
・あま水浸透施設整備事業（社会資本総合整備計画の効果促進事業で実施）
・マンション管理支援事業（社会資本総合整備計画の効果促進事業で実施）
・街頭防犯カメラ設置事業（社会資本総合整備計画の効果促進事業で実施）
・防犯灯設置補助事業（社会資本総合整備計画の効果促進事業で実施）

・木造住宅・マンション耐震改修助成事業と一体となったリフォーム工事に対し費用の一部を補助する。
・地震時におけるコンクリートブロック塀等の倒壊による人的災害や道路閉塞を回避するため、道路に面する危険コンクリートブロッ
ク塀等の除却、除却後の新設、補強等に要する費用の一部を補助する。
・マンション管理に関する相談対応を行なう。
・公営住宅の老朽化した集会所を改修する。

(3)その他（関連事業など）



 ６．目標を達成するために必要な事業等に要する経費等

（金額の単位は百万円）

基幹事業 （平成２２年度はＡ事業で実施。平成２３年度からＫ事業で実施）

交付期間内
事業費

公営住宅等ストック総合改善事業 １，３５６戸 3,084
優良建築物等整備事業 １箇所 5,528

住宅・建築物安全ストック形成事業 ２７３戸 160

空き家再生等推進事業（除却） ５２戸 44

8,816

提案事業 （平成２２年度は提案事業で実施。平成２３年度から社会資本総合整備計画の効果促進事業で実施）

高齢者向け優良賃貸住宅家賃支援事業 市川市 ２０戸 14

木造住宅・マンション耐震改修助成事業 市川市 3

耐震改修リフォーム助成事業 市川市 1

危険コンクリートブロック塀等対策事業 市川市 ４件 2

街頭防犯カメラ設置事業 市川市 １３台 18

あま水浸透施設整備事業 市川市 4

マンション管理支援事業 3

公営住宅集会所改修事業 市川市 １箇所 7

52

（参考）関連事業 　　※交付期間内事業費は概算事業費

（社会資本総合整備計画の効果促進事業で実施） 市川市 ３棟

（社会資本総合整備計画の効果促進事業で実施） 市川市 ２０戸

（社会資本総合整備計画の効果促進事業で実施） 市川市 木造住宅50戸、ﾏﾝｼｮﾝ5棟

耐震改修リフォーム助成事業 （社会資本総合整備計画の効果促進事業で実施） 市川市 ５０戸

（社会資本総合整備計画の効果促進事業で実施） 市川市 ６０件

あま水浸透施設整備事業 （社会資本総合整備計画の効果促進事業で実施） 市川市 延長３５０ｍ

マンション管理支援事業 （社会資本総合整備計画の効果促進事業で実施） 市川市 相談件数：6件／年

街頭防犯カメラ設置事業 （社会資本総合整備計画の効果促進事業で実施） 市川市 １０８台

防犯灯設置補助事業 （社会資本総合整備計画の効果促進事業で実施） 市川市 ３,１００灯

市川市

市川市

規模等

合計

事業（例） 事業主体

事業 事業主体

市川市

市川市

危険コンクリートブロック塀等対策事業

公営住宅耐震改修事業（設計委託）

高齢者向け優良賃貸住宅家賃支援事業

木造住宅・マンション耐震改修助成事業

規模等

合計

市川市



　　地域住宅計画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市川市地域概要（市川市）
計画期間
　平成22年度～平成27年度

街頭防犯カメラ設置事業

優良建築物等整備事業

高齢者向け優
良賃貸住宅家
賃支援事業

危険コンクリートブ

ロック塀等対策事業

木造住宅・マンショ
ン耐震改修助成事
業
耐震改修リフォーム
助成事業

公営住宅等ストック総合改善事業

住宅・建築物安全ストック形成事業

あま水浸透施設整備事業

防犯灯設置補助事業 空き家再生等推進事業（除却）
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